
２．一　般　職

（１）　総　　　括 （単位　千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

394人
(1人)

386人
(1人)

8人
(0人)

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

職員手当の内訳

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

前 年 度本 年 度

区 分 職 員 数

給 与 費

備　　考合　　計共 済 費

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

△ 1,950

（単位　千円）

期末手当 その他の

年間支給率手　　 当

（4.30月分）

（4.30月分）

その他の
特 別 職

計

（4.20月分）

（4.20月分）

その他の
特 別 職

計

長 等 △ 123

議 員 △ 1,092

その他の
特 別 職

△ 204 △ 4,767 △ 4,767 △ 4,570

計 △ 204 △ 4,762 △ 1,653 △ 1,018 △ 2,671

※ 長等とは市長及び副市長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう

給 与 費 明 細 書

１．特　別　職

区 分
職員数

（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費 合　計 備　考
報　酬 給　料 計

本年度

長 等

議 員

比　較

議 員

前年度

長 等
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（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

一 般 行 政 職 単 純 労 務 職

平 均 給 料 月 額 305,448円 346,727円

平 均 給 与 月 額 351,944円 385,420円

平 均 年 齢 41.08歳 57.92歳

平 均 給 料 月 額 303,941円 328,753円

平 均 給 与 月 額 345,884円 357,060円

平 均 年 齢 41.03歳 57.10歳

イ　初任給

国 の 制 度

一 般 行 政 職

高 校 卒 155,800円 155,800円 146,100円

短 大 卒 167,600円 167,600円

大 学 卒 184,800円 184,800円 178,200円

単純労務職一般行政職区　        　分

区 分

平成２９年１月１日現在

平成２８年１月１日現在

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

千円

給　　　料 昇給に伴う 平均昇給率

増加分

その他の増減分 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他） （計）

本年度　383人    12人  395人

昨年度　383人     4人  387人

増 減 　  0人     8人    8人

採用退職の状況等

27年度中退職者数   34人

28年度中就職者数   35人

28年度中退職者数（見込）   38人

29年度中就職者数（見込）   49人

職員手当 制度改正に伴う 制度見直しに伴うもの 給与改定の状況

増減分
○扶養手当 ○扶養手当支給額の改定（H29）

(改定前) (改定後)

○地域手当 配偶者

○期末手当 子

その他

その他の増減分 職員の異動等に伴う増減

扶養手当の引き上げに伴う影響額

備 考説 明

職員の異動等に伴う増減

（再任用を含む）

増減事由別内訳
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エ　昇給

一般行政職 単純労務職

職 員 数 （Ａ） 394人 371人 23人

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 360人 357人 3人

１号給 25人 25人 0人

２号給 33人 33人 0人

４号給 288人 285人 3人

８号給 14人 14人 0人

91.4％ 96.2％ 13.0％

職 員 数 （Ａ） 386人 361人 25人

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 355人 350人 5人

１号給 3人 1人 2人

２号給 41人 41人 0人

４号給 298人 295人 3人

８号給 13人 13人 0人

92.0％ 97.0％ 20.0％

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

合 計

代 表 的 な 職 種

区 分

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

比　　　　　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）

比　　　　　　　　　率　　　（Ｂ）／（Ａ）

ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

※（　　）内は短時間勤務職員で外書き

（級別の標準的な職務内容）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

主　　事 主　　任 係　　長 課長補佐 課　　長 副 部 長 部　　長

技　　師 主　　査 副 主 幹 主　　幹

保 健 師

単 純 労 務 職

２ 級

１ 級 １ 級

区 分

一 般 行 政 職

２ 級

平 成 ２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

３ 級

５ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

２ 級

４ 級

計

２ 級

１ 級

６ 級

３ 級

計

区 分

一 般 行 政 職

計 計

平 成 ２ ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級

７ 級
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区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 異 な る 　持ち家居住者　　（国）無

　　　　　　　　　（市）4,500円

　　　　　　　　　　　　5,500円 [新築又は購入から5年間まで]

通 勤 手 当 異 な る 交通用具使用者 　（国） 　（市）

２km以上５km未満 2,000円 3,000円

５km以上１０km未満 4,200円 以下国と同じ

１０km以上１５km未満 7,100円

１５km以上２０km未満 10,000円

２０km以上２５km未満 12,900円

２５km以上３０km未満 15,800円

３０km以上３５km未満 18,700円

３５km以上４０km未満 21,600円

４０km以上４５㎞未満 24,400円

４５㎞以上５０㎞未満 26,200円

５０㎞以上５５㎞未満 28,000円

５５㎞以上６０㎞未満 29,800円

６０㎞以上 31,600円

交通機関等の利用者

差 異 の 内 容

－

運賃等相当額
55,000円まで

全額支給

ケ　その他の手当オ　期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

※（　　）内は再任用職員の標準的な支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者２５年勤続の者３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

支 給 率 等
定年前早期退職
特例措置
（2％～30％加算）

埼玉県市町村総
合事務組合加入

国 の 制 度
支 給 率 等

定年前早期退職
特例措置
（2％～45％加算）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

3.4％

区 分

4.9％

支給期別支給率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

支 給 対 象 地 域

国 の 制 度

給料総額に対する比率（％）

区 分

0.066％

代 表 的 な 職 種

有

一 般 行 政 職
全 職 種

395人

支 給 率

6％

区 分

単 純 労 務 職

本　年　度

支 給 対 象 職 員 数

・土木及びじんかい作業手当
・バス運転業務手当
・社会福祉業務手当

（日額　500円）
（日額　500円）
（日額　200円）

1.5％

6％

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（平成２９年１月１日現在）

0.013％0.079％

前　年　度

全地域

備 考

備 考

有

級 等 に よ る 加 算 措 置

有
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前 々 前 年 度 当該年度 当該年度 翌 年 度 継続費の

年 度 末 末までの 支 出 末までの 以 降 総 額 に

ま で の 支 出 予 定 額 支 出 支 出 対 す る

国県支出金 地 方 債 そ の 他 支 出 額 見込 額 予 定 額 予 定 額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進捗状況等に関する調書

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

平成 千円

２８年度

２９年度

計

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進捗状況等に関する調書

２．総務費 １．総務管理費 新庁舎建設事業

款 項 事業名

全 体 計 画

年　度 年　割　額
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（単位　千円）

借入年度から
　　　返済年度まで

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３７年度

限度額から前年
度末までの支出
（見込）額を控
除した額

平成２９年度
　　～平成４１年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度 限度額に同じ

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成４５年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

吉川市土地開発公社に対する債務保証

（仮称）第４中学校用地取得事業

農業振興整備事業に対する助成金
（平成９年度川藤地区かんがい排水事業）

平成１１年度
 　 ～平成２８年度

広域斎場整備等事業費負担金

越谷市が締結し
た仮称越谷広域
斎場整備等事業
に係る特定事業
契約金額

円
に金利変動、物
価変動及び税制
度の変更による
増減額を加算し
た額に、仮称越
谷広域斎場に関
する覚書第４条
に基づく負担金
の額等に関する
協定に規定する
負担割合を乗じ
た額

　平成１７年度
 　　 ～平成２８年度

（仮称）吉川第２フレンドパーク整備事業
平成２２年度
 　 ～平成２８年度

バス運行管理業務委託事業
平成２３年度
 　 ～平成２８年度

（仮称）第４中学校用地取得事業（追加分）

吉川市土地開発
公社が用地の先
行取得及び管理
に要した額並び
に購入済用地の
管理に要した額

生活保護システム賃貸借事業
平成２５年度
　　～平成２８年度

除細動器賃貸借事業（平成２４年度分）
平成２５年度
　　～平成２８年度

旭土地改良事業に対する負担金
（平成２４年度事業分）

平成２５年度
　　～平成２８年度

小学校パソコン賃貸借事業
平成２５年度
　　～平成２８年度

住民基本台帳ネットワークシステム賃貸借事
業

平成２６年度
　　～平成２８年度

行政情報ネットワークシステム賃貸借事業
平成２６年度
　　～平成２８年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項
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（単位　千円）

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３１年度

平成２９年度
　　～平成４５年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成４２年度

限度額から前年
度末までの支出
（見込）額を控
除した額

平成２９年度
　　～平成３６年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３１年度

限度額から前年
度末までの支出
（見込）額を控
除した額

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３１年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項

土地改良施設維持管理適正化事業に対する負
担金（平成２５年度事業分）

平成２６年度
　　～平成２８年度

南中学校仮設校舎賃貸借事業
平成２６年度
　　～平成２８年度

子ども子育て総合支援システム導入及び保守
業務委託事業

平成２６年度
　　～平成２８年度

旭土地改良事業に対する負担金
（平成２５年度事業分）

平成２６年度
　　～平成２８年度

除細動器賃貸借事業（平成２５年度分）
平成２６年度
　　～平成２８年度

消費税法等の改正に伴う既定債務負担行為に
係る消費税等の引き上げ分

平成２６年度
　　～平成２８年度

土地改良施設維持管理適正化事業に対する負
担金（平成２６年度事業分）

　平成２７年度
　　　～平成２８年度

学校給食センター整備運営事業

円
に金利変更、物
価変動及び食数
変動による増減
額並びに当該額
に係る消費税及
び地方消費税相
当額による増減
額を加算した額

　平成２７年度
　　　～平成２８年度

ＬＥＤ防犯灯賃貸借事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

東部市民サービスセンター清掃業務委託事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

吉川市老人福祉センター管理運営事業
千円及び

年度別協定によ
り生じる増減額

　平成２７年度
　　　～平成２８年度

児童館清掃業務委託事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

除細動器賃貸借事業（平成２６年度分）
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

不燃ごみ処理業務委託事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

浸出水処理施設維持管理委託事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

吉川美南駅自由通路管理委託事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度
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（単位　千円）

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成２９年度
　　～平成３５年度

限度額に同じ

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３１年度

限度額から前年
度末までの支出
（見込）額を控
除した額

平成２９年度
　　～平成３１年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３１年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度

平成２９年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項

土地区画整理事業用地取得事業

用地購入費及び
事務費の合計額
756,094,655円
並びに管理に要
する額

公民館等清掃業務委託事業
　平成２７年度
　　　～平成２８年度

市民交流センターおあしす等管理運営事業

1,075,940千円
及び年度別協定
により生じる増
減額

　平成２７年度
　　　～平成２８年度

社会保障・税番号（マイナンバー）統合宛名
システム機器賃貸借事業

平成２８年度

社会保障・税番号（マイナンバー）システム
用ファイアーウォール機器賃貸借事業

平成２８年度

住民基本台帳ネットワークシステム賃貸借事
業（タッチパネル追加分）

平成２８年度

住民基本台帳ネットワークシステム保守業務
委託事業（タッチパネル追加分）

平成２８年度

戸籍システム賃貸借事業 平成２８年度

戸籍システムソフトウェア賃貸借事業 平成２８年度

戸籍システム保守業務委託事業 平成２８年度

土地改良施設維持管理適正化事業に対する負
担金（平成２７年度事業分）

平成２８年度

給食献立管理システム賃貸借事業 平成２８年度

給食献立管理システム保守業務委託事業 平成２８年度

よしかわ議会だより印刷事業 平成２８年度

プリンター複合機賃貸借事業 平成２８年度

電子例規集システム賃貸借事業 平成２８年度

緊急時通報システム貸与事業 平成２８年度

自家用電気工作物保安管理業務委託事業 平成２８年度

庁舎自家用電気工作物保安管理業務委託事業 平成２８年度

庁舎空調機器保守点検業務委託事業 平成２８年度

－ 217 －－ 216 －



（単位　千円）

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３０年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３３年度

平成２９年度
　　～平成３３年度

平成２９年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３２年度

平成２９年度
　　～平成３３年度

平成２９年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項

庁舎等清掃業務委託事業 平成２８年度

施設機械警備業務委託事業 平成２８年度

庁舎等施設機械警備業務委託事業 平成２８年度

守衛業務委託事業 平成２８年度

電話交換業務委託事業 平成２８年度

窓口電算システム賃貸借事業 平成２８年度

住民基本台帳ネットワーク統合端末機器賃貸
借事業

平成２８年度

行政情報ネットワークシステム賃貸借事業
（追加分）

平成２８年度

保健センター空調機器保守点検業務委託事業 平成２８年度

エレベーター保守点検業務委託事業 平成２８年度

防災気象情報提供業務委託事業 平成２８年度

総合体育館清掃業務委託事業 平成２８年度

温水プール管理業務委託事業 平成２８年度

人事給与システム電算機賃貸借事業

青少年親善訪問団派遣業務委託事業
（平成２８年度事業分）

医療扶助レセプト情報管理システム賃貸借事
業

除細動器賃貸借事業（平成２８年度分）

農業振興地域整備計画策定支援業務委託事業

土地改良施設維持管理適正化事業に対する負
担金（平成２８年度事業分）

旭土地改良事業に対する負担金
（平成２８年度事業分）

土木積算システム機器賃貸借事業

（仮称）第４中学校建設設計業務委託事業
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（単位　千円）

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成２９年度
　　～平成３３年度

平成２９年度
　　～平成３１年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３０年度

　平成２９年度
　　　～平成３２年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３０年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３４年度

　平成２９年度
　　　～平成３３年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３３年度

平成２９年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項

印刷機賃貸借事業（学校給食センター分）

吉川美南駅東口周辺地区企業誘致活動支援
業務委託事業

市議会会議録作成業務委託事業

市議会会議録検索システム業務委託事業

印刷機賃貸借事業

電子例規集システム賃貸借事業（追加分）

賠償補償保険加入事業

行政情報サービス利用事業

広報よしかわ印刷事業

財務書類等作成支援業務委託事業

地方公会計システム保守業務委託事業

公金総合保険加入事業

電話交換機賃貸借事業

住民情報系システム運用業務委託事業

社会保障・税番号管理連携システム保守業務
委託事業

証明書コンビニエンスストア交付システム保
守業務委託事業

インターネット分離システム保守業務委託事
業

セキュリティクラウド接続システム導入事業

市民活動保険加入事業

市税等収納業務委託事業

市税等口座振替データ伝送サービス使用事業

生活困窮者子どもの学習支援業務委託事業

－ 221 －－ 220 －



（単位　千円）

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３３年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３３年度

平成２９年度

平成２９年度

　平成２９年度
　　　～平成３１年度

平成２９年度

　平成３０年度
　　　～平成３４年度

　平成３０年度
　　　～平成３４年度

　平成３０年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項

高齢者配食サービス委託事業

ホームスタート業務委託事業

地域子育て支援拠点運営業務委託事業

緊急サポート事業業務委託事業

保育所緊急情報メール配信サービス使用事業

病児・病後児保育委託事業

送迎保育委託事業

学童保育賠償補償保険加入事業

除細動器賃貸借事業（平成２９年度分）

自転車駐車場夜間管理業務委託事業

吉川美南駅東口暫定駐車場管理業務委託事業

動物死体処理業務委託事業

廃棄物収集運搬業務委託事業

道水路損害賠償保険加入事業

吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業包
括支援業務委託事業

公園清掃業務委託事業

語学指導助手派遣業務委託事業

栄小学校仮設校舎賃貸借事業

不燃ごみ処理業務員派遣委託事業

セキュリティクラウド接続システム保守業務
委託事業

庁舎ネットワーク保守業務委託事業

青少年親善訪問団派遣業務委託事業
（平成２９年度事業分）
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（単位　千円）

ものについての前年度末までの支出

度以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

平成３０年度

平成３０年度

平成３０年度

　平成３０年度
　　　～平成３１年度

平成３０年度

　平成３０年度
　　　～平成３３年度

　平成３０年度
　　　～平成３３年度

平成３０年度

　平成３０年度
　　　～平成３９年度

　平成３０年度
　　　～平成３４年度

債務負担行為で翌年度以降にわたる

額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年

限 度 額
前年度末までの支出（見込）額

期 間 金 額
事 項

情報システム移設業務委託事業

新庁舎引越業務委託事業

新庁舎管理用備品購入事業

駅前市民サービスセンター等空調機器保守点
検業務委託事業

生活保護システム賃貸借事業（再リース分）

土地改良施設維持管理適正化事業に対する負
担金（平成２９年度事業分）

旭土地改良事業に対する負担金
（平成２９年度事業分）

防災行政無線関連設備移設事業

美南小学校仮設校舎賃貸借事業

印刷機賃貸借事業（総合体育館分）
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元金
償 還 見 込 額

普 通 債

① 総 務

② 民 生

③ 衛 生

④ 農 林 水 産

⑤ 土 木

⑥ 消 防

⑦ 教 育

そ の 他

①
減 税
補 て ん 債

②
臨 時 税 収
補 て ん 債

③
臨 時 財 政
対 策 債

合　　　　　計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位　千円）

区 分
前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末

現在高見込額

２．

－ 226 －


